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要   旨 

 

１ 作成の背景 

今日、世界の水産物需要が増加する中、わが国の水産業は生産と消費の両面において縮

小傾向にある。日本学術会議では、2004年に「地球環境・人間生活に関わる水産業及び漁

村の多面的機能の内容及び評価について」を答申し、また 2011年の東日本大震災と大津波

による未曾有の大災害からの水産業への復興に向けて2011年及び2014年に提言を行った。

ここでは、これまでの提言を踏まえて、わが国における今後の水産業の持続可能なあるべ

き姿、特に生態系アプローチに基づく水産資源管理について提言する。 

 

２ 現状及び問題点 

最近のわが国における水産物生産量は 400万トン台で、1980年代ピーク時の 30%台にと

どまっている。減少要因としては、過剰漁獲、数十年間隔で起こる海洋生態系の転換（レ

ジーム・シフト）、沿岸生態系の環境悪化、魚離れによる消費の減少、水産従事者の減少と

高齢化、海外漁場からの撤退などがあげられる。これまでわが国の水産資源管理は単一種

あるいは個体群レベルで漁業種類別、地域別に行い、混獲などによる漁業対象種と他種と

の相互作用や、漁獲による生態系の構造（食物網）と機能（生物多様性）への攪乱などへ

の影響を考慮してこなかった。また、単一種の資源管理においても生活史全体の時空間管

理及び漁業種類一括の包括的管理が行われてこなかった。今後、わが国の持続可能な水産

業を推進するためには、種レベル及び個体群レベルのみならず、海洋生態系の生物多様性

を保全しつつ生態系サービスを利用する生態系アプローチ型の水産資源管理の展開が必要

である。 

 

３ 提言の内容 

 本提言では、(1)で持続可能な水産業をめざした生態系アプローチ型管理の確立を提唱し、

(2)～(4)でそのための具体的な施策を提案する。(5)は関連する国際問題に対処するための

提言である。 

 

(1) 生態系アプローチ型管理 

海洋生態系とその生物資源の持続可能な利用を図るためには、単一種の管理方式を補

完するように、不確実性を持つ生態系の動態に対応する生態系アプローチに基づく水産

資源管理に拡張すべきである。本管理方式では、徹底した現状分析に基づく将来ビジョ

ンと目標を定め、その目標を達成するために、不可逆的な被害のおそれがある場合には

完全な科学的な確実性がなくてもその防止を行う予防的アプローチと、常に現状をモニ

ターし随時評価して見直しと修正を行う順応的管理を取り入れる。順応的管理では科学

者と利害関係者によるモニタリング調査研究、及び両者に政策決定者を加えた組織によ

る評価と合意形成による共同管理のフィードバック体制を構築すべきであろう。共同管

理のガバナンスは、生態系の健全性のもとに水産業の持続性が可能となるように三者の
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合意形成を図ることが基本となる。そのため、生態系アプローチ型管理の実現には、沿

岸社会との連携を図りつつ生態系の多様性を維持すべきである。また、科学者はこれま

でのように専門分野での科学的深化に努めるとともに、生態系生態学の研究をベースと

する自然科学と沿岸社会における経済学や政策学に関する研究などの社会科学とを合

わせた学際的な科学研究体系の確立を図る必要がある。 

 

(2) 海洋モニタリングの継続と生物資源変動予測モデルの構築 

わが国の調査研究機関や高等教育機関が 100 年以上にわたりモニタリングにより蓄

積してきた海洋の環境と生物資源のデータは、海洋生態系を評価して変動予測を行うた

めに重要である。今後もわが国周辺海域の海洋モニタリングの継続と充実を図るととも

に、得られるビックデータによる海洋生態系評価と生物資源の変動予測モデルのための

研究体制の確立に努める。 

 

(3) 沿岸生態系の保全と回復 

沿岸生態系の回復と保全のために、早急に疲弊した沿岸生態系の修復を関係省庁等

（農林水産省、国土交通省、環境省、都道府県）の協働により図る必要がある。そのた

めにも、科学者は生態系サービスの利活用法、保護すべき沿岸海域のあるべき姿に関す

る研究を促進すべきである。 

 

(4) 効果的な海洋保護区と禁漁区の設定と管理 

生物多様性と水産資源の回復と保全のため、世界自然遺産地域や国立公園地域などの

海洋保護区を効果的かつ適切に設置するとともに、リアルタイム禁漁区などの新たな海

洋保護区の導入を図るべきであろう。 

 

(5) 国際的貢献とそのための政策決定者のリーダーシップの発揮 

公海上などで国外漁業者と国内漁業者との軋轢や競争による過剰漁獲が懸念されて

いる。順応的管理における科学者、利害関係者及び政策決定者よる共同管理のガバナン

スを確立するため，今後は統一した資源管理体制と政策決定者の国際的なリーダーシッ

プの発揮が求められる。また科学者は、政策決定者がリーダーシップ力を発揮できるよ

うに、海洋生態系の保全と生物資源の適切な活用に関する科学的情報を発信すべきであ

る。 
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１ はじめに 

日本近海は、世界に生息する海産哺乳類 127 種のうち 50 種、海鳥約 300 種のうち 122

種、海産魚約１万 5,000種のうち約 3,700種が生息し、生物多様性が非常に高い海域であ

る。日本の水産業は、その豊かな海域から数多くの海洋生物資源の一部を動物性タンパク

質源として国民へ供給してきた。一方、世界的に水産物需要が増加し生産量が拡大する中

で、最近の日本の水産業は生産及び消費の両面において縮小傾向にある。国際研究プログ

ラム Future Earth (2014)(1)では、解決を目指す地球規模の大課題をあげているが、海洋

生態系と水産業に関係する課題として、①すべての人へ水、エネルギー、食料を提供する、

②人間の福祉を支える陸上、淡水及び海洋の各生物資源を保護する、③変化する生物多様

性、資源、気候のなかで、持続可能な農漁村の開発を促進する、④人々の健康を改善する、

そして⑤公正で持続可能な消費と生産のパターンを探る、ことがあげられている[1]。水産

資源は我々の食料としての利用のみならず、その保全は生態系及び生物多様性を維持し、

人間の文化的基盤を支える意味でも重要である。それが結果的に水産業を産業基盤とする

持続可能な沿岸社会の構築にもつながる。したがって、これらの５つの課題は、変動する

地球環境に適応し、将来の持続可能な水産業を構築するために極めて重要である。 

わが国は 1960年代後半から 1970年前半にかけての高度経済成長期、1990年代のバブル

崩壊期、その後の長い経済停滞期を経験し、比較的安定した社会をもつ世界の先進国の一

員として位置づけられているが、水産業やそれを産業基盤とする沿岸社会は水産資源の減

少、漁業者の減少や高齢化、水産物需要の減退、魚価の低迷など、様々な問題に直面して

いる。日本学術会議では、2003年の政府諮問の「地球環境・人間生活に関わる水産業及び

漁村の多面的機能の内容及び評価について」に対して2004年に答申を行った[2]。また2011

年３月 11日の東日本大震災、特に大津波が与えた未曾有の大災害からの水産業への復興に

向けて 2011 年に東日本大震災対策委員会・食料科学委員会水産学分科会が、2014 年に食

料科学委員会水産学分科会が提言を行ってきた[3, 4]。後二者の提言は大震災からの復旧、

復興を中心にしたものであり、水産業とその沿岸社会が直面する問題の中でも、魚価の低

迷、水産物需要の減退、漁業者の減少や高齢化などの問題に対応するためのビジネス戦略

などに言及している。今回は、これまでの提言では十分議論されてこなかった水産資源の

減少に焦点を当て、漁業における水産資源管理のあるべき姿を中心に現状を評価した上で、

目標、計画の設定及び政策実施について科学的根拠に基づき提言することを目的とする。 

  



2 

 

２ 水産業の現状 

(1) わが国の水産物生産量の変化 

2014 年におけるわが国の漁業・養殖業生産量は 477 万トンで、1984 年ピーク時の生

産量 1,282万トンの 37%にまで減少した。 

 

 
図１ わが国の水産物生産量の経年変化 

上の破線は総生産量からスケトウダラとイワシ類を除いた生産量を表す.データ：農林

水産省漁業・養殖業統計年報（1956-2014年） 

 

農林水産省の漁業・養殖業生産統計 *(以下、「生産統計」)より、わが国の水産物生産

量の経年変化をみると（図１）、第２次世界大戦が終わり、わが国漁船の活動可能領域

であったマッカーサー・ラインが撤廃された頃より、水産物総生産量は右肩上がりに増

加し、1972～1988年は世界一となり、特に 1984～1988年の総生産量は 1,200万トンを

超えていた。しかし、1970～1980年代には海外漁場からの撤退によりスケトウダラの遠

洋漁業生産量が減少した。また、1980年代末から 1990年代前半にかけてマイワシ生産

量が急激に減少し、水産物総生産量は 2000年までにピーク時の 30%台にまで減少した。

遠洋漁業の生産量は 1960 年代後半～1970 年代前半（200～400 万トン）に多かったが、

1970年代以降各国の漁業（専管）水域あるいは排他的経済水域の設定に伴い、スケトウ

ダラを中心に大幅に生産量が減少した。沖合漁業は 1970 年代中頃から漁業生産の中心

を担うようになり、まき網漁業によるマイワシ漁獲量は1984年と1986～1988年には400

万トンを超えた。ただし、漁獲されたマイワシの大半は魚粉に加工されて飼料や肥料の

原料として利用され、食用に回る部分はごく僅かであった。1990年代以降、沖合漁業の

生産量は後述するように、数十年間隔で起こる海洋生態系の転換 (2)（レジーム・シフト）

で生じた魚種交替でマイワシ資源量が激減して著しい影響を受けた。沿岸漁業と海面養

                         
* http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001024930&cycode=0 
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殖業は遠洋・沖合漁業に比べて安定した生産を続け、1980年代中頃に 350万トン弱に達

していた。しかし、沿岸漁業と海面養殖業による生産量は近年減少傾向を示しており、

2014年の生産量は沿岸漁業 110万トン、海面養殖業 99万トン、合計 209万トンと減少

した。内水面漁業・養殖業の生産量は全体の２％以下と少なく、1970年代ピーク時には

20 数万トンであったが、河川をはじめ淡水生態系の環境悪化により、2000 年代以降は

10万トン以下となっている。 

2002～2016 年度におけるわが国周辺水域の主要漁業資源（約 50 種 80 数系群）を対

象とした魚種別系群別資源評価 *によると（付図）、資源水準が低位の系群が平均 45％

（38～51％）と半数近くを占め、その 83％（69～93％）が減少あるいは横ばい状態とな

っている。Ichinokawaら［5］は、最大持続生産量（Maximum Sustainable Yield, MSY）

を与える資源量 biomass BMSYと漁獲率 exploitation rate UMSYから過剰漁獲 overfishing 

(U/UMSY>1)と過剰漁獲状態 overfished (B/BMSY<0.5)を定義し、わが国の漁獲量の 61%に

相当する 37系群について最近の資源状態を評価した。その結果、それらの約 50%が過剰

漁獲及び過剰漁獲状態と評価された［5］。沖合漁業では漁船数が制限され、自主規制も

行われているが、漁船への過大投資によりやや先取り競争状態にあり、制限漁獲量まで

様々なサイズの魚を漁獲しており、マグロ類やマサバへ影響を及ぼしていることが指摘

されている[6] 。特に、最近の高い漁獲強度により、海洋生態系の上位種に位置するマ

グロ類の漁獲量は減少傾向にある。例えば、太平洋クロマグロ親魚資源量は歴史的最低

水準付近にあり、2014年時で初期資源量の約 2.6%にまで減少している(水産庁 2016†)。 

一方、Ichinokawaら［5］はわが国の水産資源が急速に回復する潜在的な能力を持っ

ていることも明らかにしている［5］。水産資源は 2000 年代に入り、漁業者一人当たり

の生産量は僅かながら増加傾向を示す（平成 26年度水産白書 ‡）。 

 

(2) 世界の水産物と水産業 

国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations、

FAO）の水産統計によると、2014年に世界で生産された水産物量は 167百万トン（漁業

生産量 93.4百万トン、養殖生産量 73.8百万トン）であり(図２)、食料として利用され

ているのは 146百万トンである。一人当たりの水産物消費量は、1960年代の 9.9kgから

2013 年には 19.7kg まで増加した。世界の食料生産量のうち、水産物は 3.3％で量的に

は多くないが、動物性タンパク質の 26.1％を占める[7]。漁業生産量は 1990年代から９

千万トン前後で横ばい状態である。世界の漁業資源は、魚介類系群（fish stocks）の

約 60％が満限まで、30％が過剰漁獲されており、開発の余地のあるものは 10％に過ぎ

ないと評価されている。過剰漁獲されている資源の割合は年々増加している[7]。世界

的に見ても、多くの資源の枯渇がさらに進み漁業生産量が減少に転じるのか、あるいは

持続可能な漁業生産へ革新するのか大きな岐路にあるといえる。 

                         
* http://abchan.fra.go.jp/index1.html 

†http://www.jfa.maff.go.jp/j/study/enoki/pdf/shiryo1.pdf 
‡http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h26/ 
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図２ 世界の漁獲量と養殖生産量の経年変化[7] 

 

1992 年、リオデジャネイロで地球サミット「環境と開発に関する国際連合会議」が

開催され、「予防的アプローチ（Precautionary Approach）」を含め、生物多様性条約や

気候変動枠組条約が提起された。FAOは、それを受けて、さらに地球上の多くの生態系

で生物多様性が低下し、一部の構成種の生存が漁業の過剰利用や外来種の侵入により脅

かされている現状に鑑み、1995 年に「責任ある漁業のための行動規範」を採択した。*

これは漁業への生態系アプローチ（Ecosystem Approach to Fisheries, EAF）の考え方

を示している。一方 2000 年代に入ると、海洋生態系と生物多様性の保全に関する国際

会議や締約国会議が活発化する。生物多様性条約第５回締約国会議（2000）において生

態系アプローチの 12原則が採択された。2002年ヨハネスブルグで開催された持続可能

な開発に関する世界首脳会議、2003年 Gサミット、2006年の第８回及び 2010年の第 10

回生物多様性条約会議（それぞれ COP８及び COP10）などを通し、海域の 10％に効果的

な海洋保護区（Marine Protected Area、MPA）を設置することが目標として掲げられた。

他方、持続可能な地球社会の実現を目指す Future Earthが 2014年に始動した。先述し

たように、Future Earthは海洋生態系と水産業に関係する５つの課題を掲げており、こ

れらの課題は持続可能な水産業を構築するためにきわめて重要である。 

 

(3) 養殖業 

2014年に世界で生産された水産物量 167百万トンのうち、養殖生産量は 44%を占め近

年著しく増加してきた。一方、わが国の水産物量は 477万トンにとどまり、それに占め

る養殖生産量は 21%に過ぎず、年々漸減傾向を示している。 

養殖業では選抜育種、異種間交雑や遺伝子操作などの育種技術による品種改良が加速

度的に進み、今後も世界の生産量は継続的に増加すると見込まれている。しかしながら、

水産動物の給餌養殖において、一般的に、ウナギ類やクロマグロのように天然種苗に依

存する養殖では天然資源の再生産に影響を及ぼす。また、海外で報告されているように

人工種苗による養殖では廃棄や逃亡による遺伝的攪乱や遺伝的多様性の低下などによ

                         
* http://www.fao.org/docrep/005/v9878e/v9878e00.htm 
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る沿岸生態系へのリスクが懸念され[8]、養殖業に派生する魚病の蔓延は在来種を含む

沿岸生態系にも影響を及ぼす[9]。海面養殖生産のうち、魚類と甲殻類の養殖の 2/3 は

配合飼料に依存し、陸上作物生産量の約４％が養殖飼料に使用されている。これらの養

殖飼料の原料は人間の食料でもあり、低価格のタンパク質を高価格の養殖魚に置き換え

ているという側面もある[10]。このような背景を受けて、わが国では水産庁が持続可能

な養殖業の確立を目標に、環境負荷の軽減、人工種苗の生産確立、赤潮対策及び疾病対

策等を施策として掲げている。 

 上述した懸念材料があるにもかかわらず、世界的に著しい人口増加が進む中、人為的

管理のもとで安定的に安全な食料を持続的に生産する上で、養殖業が果たす役割は極め

て大きい。養殖業は、世界の食料生産システムの多様化と生産量増大に果たす役割が大

きく、その生産の場から今後の沿岸水産業にとって極めて重要であり、わが国でも養殖

業の再興が強く望まれる。今後は責任ある養殖業として海洋生態系や水産資源に負の影

響を与えず、次世代の人類の食料資源として、生態系アプローチ型の養殖管理、過剰漁

獲につながる魚粉餌原料の使用制限に努めるとともに、イノベーションとして陸域にお

ける海産魚用閉鎖循環式養殖システムの更なる発展と実現、及び持続可能な養殖業を推

進する GLOBALG.A.P. Aquaculture*や Aquaculture Stewardship Council (ASC)†、養殖エコ

ラベル Aquaculture Eco-Label (AEL)‡などの活用にも期待したい。  

                         
*http://www.globalgap.org/uk_en/for-producers/aquaculture/ 
†http://www.asc-aqua.org/?lng=7 
‡http://www.fish-jfrca.jp/04/a_ecolabel.html 



6 

 

３ 海洋生態系と水産業 

(1) 沿岸生態系と漁業に及ぼす人間の経済活動 

人間の経済活動が海洋生態系に及ぼしている影響も無視できない。高度経済成長時代

以降は全国的に水圏生態系（沿岸、河川）が都市化や工業化により人工的に改変され、

その多様性と復元力が著しく失われた。具体的には、沿岸生態系では海岸の後退や自然

海岸の減少により[11]、魚介類の成育場として重要な藻場や干潟が 40％減少し、*陸-

海生態系の相互作用が著しく減退した。また、河川では直線化、河床低下及び三面ブロ

ック化、さらには多数のダム建設により自然生態系が 1970 年代までに大幅に減少した

[12]。 

 

(2) 地球温暖化が水産業へ及ぼす影響 

2013年の国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 

Change、IPCC）第５次評価報告書（IPCC-AR5）†によると、地球温暖化により海洋では

水温の昇温、酸性化、溶存酸素量の減少や成層化（暖かく軽い表層水と冷たく.重い下層

水が混合しづらくなる）が予測されている。 

地球温暖化の影響は既に顕在化している。南カリフォルニア海域の魚類 43 種稚魚の

成長速度のピークは昇温により夏季から春季に移行している[13]。北極海では、酸性化

により翼足類（ミジンウキマイマイ）の炭酸カルシウムの殻が溶解し始めている[14]。

2000年代以降、初秋に北海道の日本海へ回帰するわが国のサケは対馬暖流の高温化によ

り回帰量が減少傾向を示すようになってきた[15]。日本海におけるサワラの分布域は北

部へシフトし、生産量は南部の東シナ海と瀬戸内海で減少し、新潟沖などの日本海北部

で増加する傾向を示している[16]。長期的な水温上昇が有明海の養殖に影響を及ぼして

おり、スサビノリでは収穫時期の遅れや疾病発生の増加と長期化、生長停滞、春季にお

ける珪藻ブルームとの競合による色落ちなどが生じ、マガキ宮城系群では夏季に大量斃

死が多発している[17]。 

海洋生態系では、今後の地球温暖化の影響として次のようなことが起こると予測され

ている。北半球では多くの種が北へ移動し、栄養塩の減少、海水の成層化による海洋生

態系の環境収容力の低下と生物の成長停滞[18, 19]、磯やけ海域の北上と拡大などが起

こる[20]。サンマは、回遊域の変化、産卵場の移動、生残率の変化が起こるほか、遊泳

能力増大と成長促進が起こる一方、呼吸代謝増大により成長が阻害される。また、スル

メイカも分布域が北上し、基礎代謝エネルギーの増加と成長率の低下のため小型化する

[16]。地球温暖化は黒潮の勢力を強め、浮魚類の卵及び稚仔魚を沖合へ輸送し、広く拡

散させる一方で、餌生物量を減少させる[20]。IPCCの予測が正しければ、サケは今世紀

末までに北極海を含む北方海域へ分布域をシフトする[15]。生物が環境の変化に進化的

                         
* http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/tamenteki/kaisetu/moba/ 

† http://www.ipcc.ch/report/ar5/wg1/.  

 

http://www.ipcc.ch/report/ar5/wg1/
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適応していくことは言うまでもないが、現在進行している地球温暖化の規模とスピード

にどれだけの生物が適応していけるのかを正確に予測することは難しい。 

 

(3) 海洋におけるレジーム・シフトと漁業 

先述のように、数十年間隔で起こる海洋生態系の転換をレジーム・シフト (2)という

[21]。レジーム・シフトは、北太平洋ではアリューシャン低気圧が海洋生態系とその生

息生物の動態に影響を及ぼす。ベーリング海の生態系は、レジーム・シフト毎に食物網

が上位捕食者により調節されるトップ・ダウン制御から食物網が下位の生物のバイオマ

スで調節されるボトム・アップ制御へ変化する[22]。また、海洋生態系のサケ類に対す

る環境収容力が変化し[23]、浮魚類では優占種の交替が起こる[21]。太平洋北西部海域

ではレジーム・シフトにより、数十年周期でマイワシやマサバなどの多獲性浮魚類の魚

種交替が観察されてきた。1990年代、マイワシからマサバに魚種交替が起こった。しか

し、マサバの多くの個体は未成熟期のうちにまき網漁業等により大量に漁獲され、サバ

類資源の回復が遅れた[24]。このことは、これまでの漁業管理が単一種レベルで行われ、

漁業が海洋生態系におけるレジーム・シフトなどの環境の変化や魚種交替などの生物間

相互作用に十分対応してこなかった結果であろう。 

 

(4) 海洋保護区と海洋生態系 

国立研究開発法人水産総合研究センター（現、国立研究開発法人水産研究・教育機構）

のアンケート結果によると[25]、わが国の国民は水産資源、海洋環境保全、食料供給及

び水産業を基盤とする沿岸社会の文化の振興、すべてにおいて同等に重要と考えており、

人々は海洋生態系の保全と、漁業・養殖業を通じたその利用の両立を望んでいる。 

わが国の水産業に著しい被害を及ぼした福島県の原子力発電所事故により、同県沿岸

の漁業は自粛を余儀なくされた。しかし、それは結果的に広範囲な MPAの設定と同じ役

割を果たした。震災後２～３年で、震災前に比べてヒラメ資源量は 4.5倍に、マダラ資

源量は４倍に増加したことが報告されている[26, 27]。このように、MPAの設定は海洋

生態系と水産資源を守る上で極めて有効な手段である。MPAでは、基本的には生態系の

生物多様性の保全と生態系サービス (3)の持続可能な利用の２要素を満たすことが目標

となる（COP8、COP10）。わが国には漁場の環境を保全する活動が古くから行われており、

沿岸には世界自然遺産地域をはじめ、国立公園、禁漁区や水産資源保護水面などの漁業

規制に関連した数多くの海域が MPAとして存在するといわれている[28]。国立公園であ

る知床半島は、海洋と陸域の生態系の相互作用が顕著で、生物多様性の高い地域として

2005年に世界自然遺産として認められた。しかし、最近 20年間、知床半島海域におけ

る水産動物の生産量と多様度指数はむしろ減少傾向を示す[29, 30]。このようにわが国

の沿岸生態系は、数多くのMPAがあるといわれているにも関わらず、人為的に攪乱され、

沿岸漁業の生産量も減少している。 

最近、欧米ではリアルタイムで監視しながら禁漁区を設定するリアルタイム禁漁区

（Real-time closure; RTC）が MPAとして効果的であることが知られている[31]。例え
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ば、ヨーロッパではタラの資源回復のために、タラの混獲率が 15%を超えた場合、数時

間以内にある一定エリアに RTCが政府主導で設定されている。東ベーリング海のスケト

ウダラ漁業では、サケ混獲防止のために同様の RTCが漁業者により自主的に設定されて

いる。混獲の危機が排除されれば RTCは解除される。RTCのように限られた時間に局所

的に海域を閉鎖する MPAは、わが国の許可制と操業時期と海域の制限による漁業におい

ても十分に対応が可能な手法であると考えられる。 
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４ わが国の水産資源管理の問題点と課題 

本来、水産業の持続生産とは海洋生態系の環境収容力に占める持続可能な生産量

（Ecologically Sustainable Yield、ESY）のことであり、水産業の営みは ESYの中から継

続的に漁獲物を収獲し続けることである[32, 33]。しかし、水産資源は、海の中に生息し

ている時には誰の所有でもなく、漁獲されることによって人の所有物となる「無主物性」

という性質をもっている。水産資源に限らず、無主物性の自然資本の社会的な管理組織と

して形成された「コモンズ」（共有地、入会地）をめぐっては、共有的に管理されている生

物資源で資源利用者の調整機能が存在しない場合は過度に利用される現象、すなわち「コ

モンズの悲劇」[34]を招くことが知られている。したがって、水産資源についても、漁業

を完全な自由競争に委ねると、早いもの勝ちの漁獲競争によって過剰漁獲に陥る場合も多

い[32]。 

漁業では、海洋生態系の食物網において栄養段階の上位種に最初に高い漁獲圧がかかる

場合が多く、また種レベルあるいは個体群レベルでも成長が遅く高齢で性成熟する大型魚

から個体数を減少させる傾向にある[35]。過剰漁獲でマグロ類やサメ類などの大型種が減

少すると、カタクチイワシなどの小型種やクラゲ類が多くなり、漁業対象種の栄養段階が

低下するという現象が 1980年代に欧米などの各国で起こった[36]。生態系の構造の攪乱は、

数多くの栄養カスケード効果 (4)が働くことで増幅される[37, 38]。 

わが国では、漁業管理法として許可制による新規参入と漁具漁法の規制、操業時期と海

域の制限などを併用した漁獲努力量の規制を採用している。最近では、科学者、行政関係

者及び漁業者の三者の科学情報に基づく緊密な話し合いによる共同管理 co-managementの

結果、漁獲可能量（Total Allowable Catch、 TAC）(5)の導入や３年間の禁漁による秋田県

ハタハタ漁業 *や禁漁区の設定と共同管理による伊勢湾イカナゴ漁業 †が資源管理の成功

例としてあげられている[21]。しかし、それらの資源量はなかなか回復しないどころか、

むしろ再び減少傾向にあり必ずしも十分な成果が得られていない。また季節海氷の減少と

過剰漁獲で 1990年前後に著しく漁獲量が減少した知床半島のスケトウダラ[39]は、TACの

導入、禁漁区や禁漁期の設定による産卵親魚の保護といった複数の漁業資源管理法を導入

したが未だに資源は回復せず減少傾向が続いている。‡わが国の資源管理は、漁業種別、

地域別に単一種あるいは個体群レベルで行われてきた。しかし、同一種あるいは同一個体

群であっても回遊域によっては沖合漁業で利用される場合や、産卵期には沿岸漁業により

利用されるというように、複数の漁業で利用されるために、その漁業管理体制は別々にな

っている（例：ハタハタ、ホッケ、イカナゴ）。また、近年の強い漁獲強度のため産卵親魚

量の不足で資源量が著しく減少しているホッケでは、産卵場でもある沿岸生態系（ガレキ

場）がナマコけた網漁業により攪乱され、環境悪化している[40]。これら２種は異なる資

源管理体制のもとに行われているが、統一した管理体制が望まれる。 

これらの事例は、単一種の資源管理では持続可能な水産業を展開できないことを示唆し

                         
*http://abchan.fra.go.jp/digests27/details/2749.pdf 
†http://abchan.fra.go.jp/digests27/details/2751.pdf 
‡http://abchan.fra.go.jp/digests27/details/2711.pdf 
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ている。漁業が過剰漁獲、混獲、大型魚への選択的漁獲などによって、種間相互作用、栄

養カスケード、生態系の構造と機能、非漁業種や希少種などの野生生物へ影響を及ぼすこ

とを熟慮すべきである。したがって、わが国における今後の水産資源管理では、生態系を

保全しつつ、漁業対象種のそれぞれの資源管理を行っていく必要がある。 

そのためには、生態系に基づく管理（Ecosystem-based Management）あるいは生態系ア

プローチによる資源管理の展開が必須である[41]。漁業管理への生態系アプローチは、不

確実性に基づく順応的管理と予防的措置、生態系に関する知見、インセンティブに基づく

自治的管理が要素となる[25]。生態系は不確実性の高いシステムであり、その構造は非生

物環境と生物の集合体との相互作用であり、その機能は生物多様性により維持される。生

物間相互作用ネットワークの構成要素が脱落すると、生態系機能の低下が起こる。水産資

源の生態系アプローチ型管理においては、食物網、栄養カスケード、生物種間の相互作用、

生態系サービスなどの生態系の構造と機能をモニターしつつ、種あるいは個体群レベルで

水産生物資源を管理していくことになる。その実行においては、適切な生態系指標や生態

系レベルでの管理目標、管理基準の設定が重要である。海洋生態系の生物多様性を保全し

ながらその生態系サービスを利用する持続的水産業を目指す生態系アプローチ型の水産資

源管理は、欧米はもとよりアジアなど世界各国で既に始まっている[42-47]。 

 一方、わが国の調査研究機関や高等教育機関は長きに渡り水産海洋の動態をモニタリン

グし、そのデータベースは海洋生態系を評価し、変動予測を行うための貴重な基礎データ

となる。今後人類が経験したことのない気候変動が予測される中で、これまで行ってきた

わが国周辺海域の水産海洋モニタリングをさらに継続し、水産資源の生態系アプローチ型

の水産資源管理のために、そのビッグデータの管理と解析から海洋生態系評価と生物資源

の変動予測システム確立のための研究体制とシステムを構築していく必要性がある。この

ような観点から、水産学分科会では「第 23期学術の大型研究計画に関するマスタープラン

（マスタープラン 2017）」において「マリンビジョン・ネットワーキング計画：地球環境

変動に対応するビッグデータ解析システム利用の広域沿岸水域生態系解析と海洋生物資源

の持続的利用のための研究所点の形成」を提案した（計画番号26学術領域番号15-1）[48]。 

生態系アプローチ型の水産資源管理には、生態系や管理方策の評価のために生態系モデ

ルの構築が必須である。水産資源管理のための生態系モデルは、最も関心のある種とその

餌生物と捕食者だけをピックアップした種間相互作用に関連する最小現実モデル（Minimum 

Realistic Model, MRM）から生態系の栄養段階のすべてをカバーする ecopath, ecosim, EwE

などの end-to-endモデルまで多種多様である[49, 50]。生態系モデルでは、①データ不足

と②目的に合致したモデル構造の設定が常に課題となる[51]。ヨーロッパや米国では、比

較的容易に観測できる指標を用いて生態系の状態をモニターし、生態系アプローチにより

順応的管理 (6) を行っている。しかし、わが国においてはこのような管理における科学者

の行うべき行動はほとんど手がつけられておらず[52]、漁業に関連した生態系モデル研究

も極めて少ない[53]。幸いなことに、わが国は各地にある調査研究機関や高等教育機関を

擁した水産海洋のモニタリング体制とデータベースを有している。それらを活用し、利用

可能な情報に基づいて行動を起こし、管理やモニタリングを行いながら改善を図る生態系
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アプローチ型の資源管理を進めていくことが持続可能な水産業を構築していくためには喫

緊の重要課題である。 

 スウェーデンでは、1996年にバックキャスト法により生態学的に持続可能な社会を目指

す長期ビジョンとして「21 年後の 2021 年度の望ましい社会を想定したプロジェクト」を

開始した。このバックキャスト法とは、最初に望ましい未来社会を目標設定し、その目標

を実現する戦略である[54, 55]。水産資源は再生可能な資源ではあるが、有限な資源であ

る。生態系アプローチ型の資源管理では、有限な資源を持続的に利用していくための明確

な目標を設定し、それを確実に実現していくことが肝要である。 

一方、わが国の排他的経済水域の設定では周辺国との領土問題等の関係で境界が画定で

きず、主権的権利を十分に行使できない水域がある。TAC 対象種をはじめ、わが国の漁業

が利用する回遊性動物の多くは、複数の沿岸国の排他的経済水域に分布する漁業資源（シ

ェアード・ストック (7)）や、排他的経済水域と隣接する公海域にわたって分布する漁業資

源（ストラドリング・ストック (8)）である。近年、わが国の排他的経済水域に隣接する公

海域や周辺国の排他的経済水域内での外国漁船の操業が増加しており、これらの資源への

影響が懸念されている。わが国周辺の公海上におけるサンマ漁獲の国際的な協調体制など、

その確立がまさに喫緊の課題となっている。わが国は、正確な科学的情報に基づき、適切

な説明を国際社会に発信すると同時に、海洋生態系の保全とその生物資源の適切な活用に

関して国際的にリーダーシップを発揮することも今後の課題である。 

日本食が健康的で理想的な食生活スタイルであると世界的に評価されている。その一つ

の要因に魚食文化が挙げられる。魚油や魚肉ペプチドの健康機能性は既に多くの事例によ

り証明されている。昨今、子供たちは自分が食べている物の本来の姿はもとより、それが

どのような生産・流通過程をとおして食料として利用されているか理解していないと言わ

れている。消費者は、水産物がどのように収穫され、食卓にのぼっているのかという状況

や、それを確認できるトレーサビリティーに深い関心を寄せてこなかった。また、沿岸環

境における水産業を含めた生態系サービスに対する国民の関心は必ずしも高くはない。科

学者及び政策決定者は海からの恵みをさらに広く国民に認知させる努力が必要である。わ

が国は、正確な科学的情報に基づき、適切な説明を国際社会に発信すると同時に、海洋生

態系の保全とその生物資源の適切な活用に関して国際的にリーダーシップを発揮すること

も今後の課題である。 
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５ 提言 

私たち人類は地球生態系の一構成要素に過ぎないが、その生態系サービスを利用する一

方、人類の活動がこの生態系に様々な影響を及ぼすことを自覚すべきである。水産資源は

再生産可能な生物資源であり、適切に管理すれば持続可能な資源となる。ただし水産業は

社会経済的な活動でもあり、水産資源の管理にはその利用と保全のバランスが求められる。

持続可能な利用とは、将来世代のニーズを損なうことなく現世代のニーズを満たすことで

もある。水産業を持続的に展開していくためには、その現状をあらゆる角度から分析し、

将来あるべき水産資源の管理政策と利用方向の目標を見定め、その上でモニタリングと評

価のフィードバックのもとに順応的管理と予防的アプローチを基軸に、海洋生態系と生息

生物からの生態系サービスを享受していくことが望ましい。 

ここでは、現状の問題点と課題を踏まえて、わが国の水産業を水産資源の管理体制と有

効利用法の確立により持続可能なシステムにすることを提言する。まず、中長期的視点か

ら、持続可能な水産資源をめざした生態系アプローチ型管理の確立を図り［提言(1)］、次

にそのフレームワーク構築のための具体的な項目について提言したい［提言(2)～(4)］。さ

らに、関連して喫緊の国際問題に対処するための提言を(5)で述べる。 

 

(1) 生態系アプローチ型管理 

水産業の持続生産は、限られた環境収容力の中で個体群や生態系より継続的に収獲物

である水産物を得ながら将来までそれらを維持し続けることである。したがって、各個

体群の漁業に対してだけでなく、生態系全体の持続可能性を考えねばならない。このた

め、今後の水産業は生態系アプローチ型管理をベースに、生態系の構造と機能をモニタ

ーしつつ、種あるいは個体群レベルで水産生物資源を管理していくことが基本となる。 

生態系アプローチ型資源管理では水産業の現状分析と生態系評価を行い、その結果に

基づき将来ビジョンと目標を定める。現状から判断する限り、わが国における水産資源

管理の将来目標は、①水産資源の回復とその利用のあり方、②水産資源の生産の場であ

る海洋生態系、特に沿岸生態系の構造と機能の復元、そして③海洋生態系のモニター体

制の確立とモデル化が必須である。それらの目標に向かってバックキャスト的手法を取

り入れて、段階的に持続可能な水産資源管理の確立を行っていくべきであろう。段階的

にステップ・アップを図るには、順応的管理が有効である。なお、水産資源管理の実行

においては、科学のみで対応できないので、専門知識をもった科学者や政策決定者によ

るテクノクラシー（Technocracy）と市民が民主的に判断するデモクラシー（Democracy）

の両面からガバナンスを考えていかねばならない[56]。また、資源管理には不可逆的な

被害のおそれがある場合には完全な科学的確実性がなくてもその防止を行う予防的ア

プローチを加えたリスク管理も重要である。 

ステップ毎の順応的管理では、科学者やステークホルダーにより構成されるモニタリ

ング調査研究と両者に政策決定者（行政）を含めた組織による評価と共同管理によるフ

ィードバック体制が基本となる。共同管理のガバナンスは、生態系の健全性のもとに水

産業の持続性が可能となるように三者の合意形成を図ることが重要である。政策決定者
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である国と都道府県は責任をもって政策の実行に当たるとともに、説明責任と合意形成

に努めるべきである。 

また、生態系アプローチ型管理の実現には、沿岸社会との連携を図りつつ生態系の多

様性を維持することが基本となる。したがって、科学者側はこれまでのように専門分野

での科学的深化に加え、生態学の研究をベースとする自然科学と沿岸社会における経済

学や政策学に関する研究などの社会科学とを合わせた学際的な科学研究体制の確立を

図る必要がある（図３）。 

 

図３ バックキャスト方式による生態系アプローチ型管理 

 

(2) 海洋モニタリングの継続と生物資源変動予測モデルの構築 

わが国の調査研究機関や高等教育機関が 100 年以上に渡り展開してきた海洋モニタ

リングとそのデータは、世界的にも非常に重要な人類の知的財産である。また、海洋生

態系を評価して変動予測を行うためにも貴重である。調査研究機関および高等教育機関

は、わが国周辺海域の海洋モニタリングを今後も継続してデータを収集、公表して汎用

化すべきである。また、水産・海洋学関連の高等教育機関が国・都道府県の研究機関と

連携し、上述のビッグデータを利用・解析した海洋生態系評価とその生物資源の変動予

測システム確立のために研究コンソーシアム体制の構築を図るべきである。 

 

(3) 沿岸生態系の保全と回復 

本来、沿岸域は陸-海生態系の相互作用が顕著で、海洋で最も生産力が高い生態系で

ある。現在進行している巨大防潮堤の評価に加え、ダムによる流域遮断、三面ブロック

や直線化など人工河川のように行きすぎた河川開発などへの見直しも含め、早急に疲弊

した沿岸生態系の修復を関係省庁等（農林水産省、国土交通省、環境省、都道府県）の

協働により図る必要がある。また、科学者は沿岸生態系の回復と保全に関する研究を推

進するとともに、得られた研究成果から、社会科学も含めた文理融合型の学際的見地で
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沿岸生態系の生態系サービスの利活用法、保護すべき沿岸海域のあるべき姿に関する研

究の成果の内容を社会に提言していくべきである。 

 

(4) 効果的な海洋保護区の設定と管理 

海洋保護区 MPAの設定は、海洋生態系と水産資源を守る上で有益な手段である。しか

し、わが国の MPAでは特定魚種の捕獲禁止と密漁監視といった限定的な管理しか行って

こなかったために、例えば保全対象魚種の産卵場が別の漁業活動で攪乱されるなど、隣

接海域で別の開発行為がなされる場合は、海洋生態系とそこに生息する生物の保全に十

分な効果は得られなかった。COP10が 2020年までに目標としている各国の沿岸及び海域

の 10％以上の保全を達成するためにも、わが国は世界自然遺産地域や国立公園地域を含

め、既存 MPAの効果を高めることと併せて、リアルタイム禁漁 RTCなどの新たな効果的

MPA手法の導入を図る必要がある。その上で、科学者とステークホルダーによるモニタ

リング研究と、両者に政策決定者を含めた評価によるフィードバック体制に基づく順応

的管理を確立し、海洋生態系の保全と水産資源の回復に資するべきである。 

 

(5) 国際的貢献とそのための政策決定者のリーダーシップの発揮 

昨今、シェアード・ストックやストラドリング・ストックなど、公海上などで国外漁

業者と国内漁業者との軋轢あるいは競争により資源の過剰漁獲を誘引しかねない状況

が生じている。今後、順応的管理における科学者、利害関係者及び政策決定者よる共同

管理のガバナンスを確立するため、自国の排他的経済水域内はもとより、公海上の水産

資源についても、統一した資源管理体制の確立と政策決定者の国際的リーダーシップが

求められる。科学者は海洋生態系の保全とその生物資源の適切な活用に関する正確で客

観的な科学的情報を発信するとともに、政策決定者が資源管理のリーダーシップを国内

外で発揮できるよう協力することも今後の課題である。 
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＜用語の説明＞ 

 

(1) Future Earth (FE): 持続可能な地球社会の実現をめざす国際協働研究プラットフォ

ームで、国際科学会議（ICSU）などの学術コミュニティと社会のパートナーが協働

する基盤を提供し、分野を超えた統合的な研究を社会と共に推進している国際科学

会議などが推進する地球環境変動分野の４つの国際研究計画と地球システム科学パ

ートナーシップを統合したもの。自然科学、社会科学、工学、人文学などの学際研

究（ Inter-disciplinarity ）と学術と社会の間の垣根をこえる超学際

（Trans-disciplinarity）をベースとして、専門家とステークホルダーが協働して

研究活動の設計や研究知見の創出を行う。なお、ここでのステークホルダーは学術

研究、科学と政策のインターフェース、研究助成機関、各政府機関、開発期間、ビ

ジネス・産業界、市民社会及びメディアの８つが特定されている。 

(2) レジーム・シフト：大気・海洋・海洋生態系から構成される地球表層システムの基本

構造（レジーム）が数十年間隔で転換（シフト）すること（広辞苑）。 

(3) 生態系サービス：生態系の機能や、生態系を構成する生物から人類が得る利益のこ

とをいう。水産業は、狩猟と採集により正しく水圏から供給（食料）、調整（環境調

節）、基盤（物質循環）及び文化（文化的利益）の生態系サービスを享受する生業及

び産業である。 

(4) 栄養カスケード trophic cascade：生態系の食物連鎖をとおして様々な栄養段階の

生物へ玉突き現象のように影響が伝わること。 
(5) Total Allowable Catch (TAC): 漁獲可能量。①漁獲量が多く、国民生活上で重要な

魚種、②資源状態が悪く、緊急に管理を行うべき魚種、③日本周辺で外国人により

漁獲される魚種。 

(6) 順応的管理 adaptive management：目標に対する計画が未来予測では不確実性であ

ることを認め、計画を継続的なモニタリング評価と検証のフィードバックにより随

時見直しと修正を行いながら管理する手法。 

(7) シェアード・ストック：わが国周辺の複数の沿岸国の排他的経済水域に分布する漁

業資源。 

(8) ストラドリング・ストック：排他的経済水域と隣接する公海域にわたって分布する

漁業資源 
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＜参考資料１＞ 水産学分科会審議経過 

平成 26年 

 11月 21日 食料科学委員会水産分科会（第 23期第１回） 

委員長、副委員長、幹事の選出。 

平成 27年 

１月 23日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第２回） 

地球温暖化時代における持続可能な水産業のあり方について、提言を

まとめる方向で意見交換が行われた。 

４月 24日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第３回） 

同提言案をまとめる方向で意見交換が行われた。 

 ６月 26日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第４回） 

同提言案について、執筆経過が報告された。 

 ９月 17日  食料科学委員会水産学分科会（第 23期第５回） 

同提言案について、執筆経過が報告された。 

11月 27日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第６回） 

同提言案のワーキンググループの進捗状況が報告された。 

平成 28年 

２月 12日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第７回） 

同提言案のワーキンググループの進捗状況が報告された。 

４月 22日 食料科学委員会水産学分科会ワークショップ 

同提言案のワークショップを開催し情報収集を行った。 

４月 22日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第８回） 

同提言案の進捗状況と今後のスケジュールが審議された。 

９月 30日  食料科学委員会水産学分科会（第 23期第９回） 

提言案のタイトルについて意見交換が行われた 

11月 18日 日本学術会議公開シンポジウム「成熟社会における持続可能な水産業のあり

方とその中長期戦略」（会場：日本学術会議講堂） 

提言「わが国における持続可能な水産業のあり方」に関する情報収集

として表記シンポジウムを開催した。 

11月 18日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第 10回） 

同提言案について、意見交換が行われた。 

平成 29年 

 ２月 24日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第 11回） 

同提言案について意見交換が行われた。 

 ３月１日 食料科学委員会水産学分科会（第 23期第 12回） 

同提言案について審議し、承認した。 

 ７月 14日  日本学術会議第 248回幹事会 

提言「わが国における持続可能な水産業のあり方」について承認。  



21 

 

＜参考資料２＞公開シンポジウム 

 

「成熟社会における持続可能な水産業のあり方とその中長期戦略」 

 

主 催：日本学術会議食料科学委員会水産学分科会 

共 催：水産・海洋科学研究連絡協議会、日本農学アカデミー、日本水産学会、東京海洋

大学、北里大学海洋生命科学部 

後 援：大日本水産会、全国漁業協同組合連合会、水産海洋学会、日本付着生物学会、日

本魚病学会、国際漁業学会、日本ベントス学会、日本魚類学会、地域漁業学会、

日仏海洋学会、日本海洋学会、日本水産増殖学会、マリンバイオテクノロジー学

会、日本水産工学会、日本プランクトン学会、漁業経済学会、日本藻類学会、日

本海洋政策学会 

日 時：平成 28年 11月 18日(金)  10：00～17：00 

場 所：日本学術会議講堂 

開催趣旨： 

わが国の社会は、1970年代の高度経済成長、1990年代のバブル崩壊に続く、長い経済停

滞期を体験したが、この変遷は農林水産業にも大きな変革をもたらした。高度情報化時代

の到来も伴って、この変化は農林漁村と都市の経済的格差に基づく緊張した関係、わが国

の人口減少も加わった農林漁村部の国土の荒廃など、さまざまな問題を引き起こしている。

とくに水産業は、主体が天然生物資源に依存しており、漁獲量が気候変動の影響を受けや

すい。また、魚価も社会・経済の影響を大きく受け、水産業の発展、成熟を困難にしてい

る。わが国では５年前に東日本大震災による東北地方の水産業の壊滅的被害も体験してお

り、今後の持続可能な水産業を改めて問い直す時期にきている。本シンポジウムでは、高

度経済成長後の成熟、安定化社会における水産業のあるべき姿を問うために、漁業管理、

エネルギー問題、生態系保全と沿岸社会の振興、などの観点から現状の把握と中長期にお

ける将来展望を議論する。 

プログラム 

10:00－10:10 開会の挨拶  

渡部終五 （日本学術会議第二部会員、北里大学海洋生命科学部教授） 

10:10－10:30 趣旨説明   

帰山雅秀 （日本学術会議連携会員、北海道大学国際連携機構特任教授） 

座 長：塚本勝巳（日本大学生物資源科学部教授） 

10:30－11:00「持続可能な地球社会の実現に向けて」 

江守正多 （日本学術会議連携会員、国立研究開発法人国立環境研究所地球環境研究セ

ンター・気候変動リスク評価研究室長） 

11:00－11:30「日本の水産業の特徴と変遷」 

八木信行 （日本学術会議特任連携会員、東京大学大学院農学生命科学研究科准教授） 

11:30－12:00 「日本周辺海域の海洋生態系に及ぼす温暖化の影響」 
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木村伸吾  （東京大学大学院新領域創成科学研究科大気海洋研究所教授） 

12:00－13:00 休 憩 （昼食） 

座 長：大越健嗣（東邦大学理学部教授） 

13:00－13:30「漁業管理のあり方」 

山川 卓  （東京大学大学院農学生命科学研究科准教授） 

13:30－14:00「これからの養殖」 

升間主計  （近畿大学水産研究所所長・教授） 

14:00－14:30「成熟社会における地方の人口減少・高齢化の現状と問題点」 

中嶋康博  （日本学術会議連携会員、東京大学大学院農学生命科学研究科教授） 

14:30－14:45 休 憩 

座 長：田中次郎（東京海洋大学学術研究院教授） 

14:45－15:15「水産流通・加工・市場と地域振興」 

婁小波   （東京海洋大学学術研究院教授） 

15:15－15:45「日本の置かれた状況に見合った人材育成‐海外との比較も含めて」 

牧野光琢  （国立研究開発法人水産研究・教育機構 中央水産研究所経営経済研究セン

ター漁業管理グループ長） 

15:45－15:50 休 憩 

15:50－16:50 総合討論  

「成熟社会における持続可能な水産業のあり方と中長期の戦略」 

司 会：八木信行（日本学術会議特任連携会員、東京大学大学院農学生命科学研究科准

教授） 

パネリスト：帰山雅秀（日本学術会議連携会員、北海道大学国際連携機構特任教授）、瀧

澤美奈子（科学ジャーナリスト、文部科学省科学技術・学術審議会臨時委員）、

長谷成人（水産庁次長）、中原裕幸（一般社団法人海洋産業研究会常務理事） 

16:50－17:00 閉会の挨拶 

竹内俊郎 （日本学術会議連携会員、東京海洋大学学長） 
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＜付 録＞ 

  A            B 

 

 

付図 わが国周辺水域の主要漁業資源を対象とした魚種別系群別資源評価 * 

A資源評価結果 B低位水準の動向 

水産庁では、「資源水準」を過去 20年以上にわたる資源量の推移から現在の資源状態を高

位、中位、低位の３段階に区分し、「資源の動向」を過去５年間の資源量から現在の資源状

態を増加、横ばい、減少の３段階に区分している。 

                         
* http://abchan.fra.go.jp/index1.html. 
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